　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
居宅介護支援事業所メドック東郷
居宅介護支援サービス
重要事項説明書

＜2026年6月1日 現在＞

1．事業者
	事業者名
	医療法人　メドック健康クリニック

	所在地
	愛知県名古屋市昭和区安田通４丁目３番地

	電話番号
	052－752－1125

	代表者氏名
	理事長　吉田　亮人

	設立年月
	平成２年　３月　１日


2．ご利用事業所
	事業所名
	居宅介護支援事業所メドック東郷

	事業の種類
	居宅介護支援

	介護保険指定番号
	２３７５０００８８８

	所在地
	愛知県愛知郡東郷町大字春木字太子30番地　センチュリー太子703号室

	管理者名
	長谷部　早苗

	電話番号
	0561-65-5083

	ファクシミリ番号
	0561-65-5084

	電子メール
	kyotaku@medoc-togo.jp

	ホームページ
	http://www.medoc-togo.jp

	指定年月日
	平成２５年　３月　１日

	事業を提供する地域
	東郷町、日進市、みよし市、豊明市、名古屋市の一部


3．事業の目的と基本方針

（１）事業の目的

　利用者の心身の状況やその環境に応じて、利用者の意向を尊重し居宅サービス計画（以下「ケアプラン」と言います。）を作成し、そのケアプランに基づいた適切な居宅介護支援（以下「ケアマネージメント」と言います。）が利用できるよう各居宅サービス事業者、市町村、保健・医療サービス等との連絡調整を図りながら、可能な限りその居宅において、その能力に応じた自立した日常生活が過ごせるよう支援することを目的とします。
（２）基本方針
　①　事業所の介護支援専門員(以下「ケアマネジャー」と言います。)　は、利用者の心身の
　　　状況や環境に応じて、利用者の意向を尊重し適切な保健医療サービス及び福祉サービスが
　　　総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行います。
　②　事業所のケアマネジャーは、ケアマネージメント提供に当たっては、利用者の意思及び
　　　人格を尊重し常に利用者の立場に立って、利用される居宅サービス等が特定の種類または
　　　特定の居宅サービス事業者に不当に偏ることのないよう、公正中立に行います。
　③　事業所のケアマネジャーは、要介護状態の軽減若しくは悪化の防止に資するようケアマネ
ジメントを行うとともに、医療サービスとの連携に十分配慮して行います。

　④　事業所のケアマネジャーは、自らその提供するケアマネージメントの質の評価を行い、常にその
改善に努めます。
　
4．事業所の職員体制
	職　　種
	常　勤
	員　数

	管理者
	1名（兼務）　　
	1名

	介護支援専門員
	　2名（内1名兼務）
	2名


事業所は、利用者の為に居宅介護支援の担当者としてケアマネジャーを選任し担当者がその
職務を誠実に遂行するよう責任をもって指導監督し適切な居宅介護支援に努めます。

5．営業日および営業時間
	営業日
	月曜日～金曜日

	営業時間
	午前8：30～午後5：30　（24時間対応体制）


　　
6．サービスの概要 
（１）居宅サービス計画（以下「ケアプラン」といいます。）の作成
①利用者のお宅を訪問する等して利用者の心身の状況、置かれている環境等を把握した上で利用者又は
利用者の家族の希望を踏まえつつ、公正中立に居宅介護サービス及びその他の必要な保健医療サービ
ス・福祉サービス（以下「指定居宅サービス等」といいます。）が総合的かつ効率的に提供されるよう
配慮して、ケアプラン原案を作成します。
利用者は複数の指定居宅サービス等の紹介を求める事ができ、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅
サービス事業所等の選定理由の説明を求めることができます。前６月間に事業所において作成された居
宅サービス計画の総数のうち提供されたものが占める割合について文書を交付して説明を行い、理解を
得るように努めます。ケアプランの原案は、利用者やその家族と協議したうえで必要があれば変更行い、
利用者から文書による同意を得ます。
②サービス実施状況の把握（モニタリング）・ケアプラン等の評価
　利用者及び利用者の家族等、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行い、居宅サービス計画
の実施状況を把握します。

利用者の状態について定期的に再評価を行い、利用者の申し出により又は状態の変化等に応じてケア
プランの評価、変更等を行います。

　③医療との連携・主治医への連絡
　　ケアプランの作成時（又は変更時）やサービスの利用時に必要な場合は、利用者の同意を得たうえで、
関連する医療機関や利用者の主治医との連携を図ります。また、入院時は担当ケアマネジャーの氏名等
を入院先医療機関に提供します。
④介護保険施設等への紹介、その他の支援
　利用者が介護保険施設への入所をご希望された場合には、利用者に介護保険施設の紹介、その他の支援
を行います。

⑤障害福祉制度の相談支援専門員との連携

障害福祉サービスを利用してきた障害者が介護保険サービスを利用する場合等におけるケアマネ
ジャーと障害福祉制度の相談支援専門員との密接な連携を促進するため、指定居宅介護支援事業者
が特定相談支援事業者との連携に努めます。

　　⑥給付管理票の作成

　　　ケアプランの作成後、介護保険の給付を受けるために、その内容に基づいてサービス利用票・提供票に
よる介護保険の給付管理を行うとともに、毎月の給付管理票作成し、愛知県国民健康保険団体連合会に
提出します。

　　⑦要介護認定の申請代行

　　　要介護認定の申請に必要な協力を行います。

（２）サービス利用料
　　　居宅介護支援に関するサービス利用料金について、事業所が法律の規定に基づいて、介護保険から
サービス利用料金に相当する給付を受領する場合（法定代理受領）は、利用者の自己負担はありません。
　　  ただし、利用者の介護保険料の滞納等により、事業者が介護保険からサービス利用料金に相当する給付
を受領することができない場合は、一部又は全額がご利用者負担となる事があります。

ア．基本料金

　　　　　居宅介護支援費

	区分
	取扱い件数
	要介護1・2
	要介護3・4・5

	Ⅰ(Ⅰ)
	45件未満
	1086単位／月
	1411単位／月

	Ⅰ(Ⅱ)
	45件以上60件未満
	544単位／月
	704単位／月

	Ⅰ(Ⅲ)
	60件以上
	326単位／月
	422単位／月


　　　　　　　＊介護支援専門員1人当たりの取扱件数がⅡ・Ⅲについて：45件以上の部分について算定
　　　イ．同一建物に居住する利用者へのケアマネージメント
　　　　　　　所定単位数の95%を算定（5%の減算）
　　　　　　　対象となる利用者

　　　　　　　　・指定居宅介護支援事業所の所在する建物と同一の敷地内、隣接する敷地内の建物又は指定
居宅介護支援事業所と同一の建物に居住する利用者
　　　　　　　　・指定居宅介護支援事業所における1月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居住する
建物（上記を除く。）に居住する利用者
ウ．初回加算
	区分
	状　況
	要介護1・2・3・4・5

	
	初回時
	300単位／月


　　　　　　　＊算定要件
　　　　　　　　・新規に居宅サービス計画を作成した場合。

　　　　　　　　・要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場合。

　　　　　　　　・要介護状態区分が2段階以上変更となった場合。

　　　エ．退院・退所加算

	連携
	状　況
	ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加　有
	ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加　無

	１回
	退院・退所時　
	600単位/月
	450単位/月

	２回
	退院・退所時　
	750単位/月
	600単位/月

	３回以上
	退院・退所時
	900単位/月
	


　　　　　　　　＊算定要件
　　　　　　　　・退院・退所し居宅サービスを利用する場合において病院・施設等の職員と面談し必要な情報の提供を得た上で必要に応じ福祉用具専門相談員や作業療法士等が参加して居宅サービス計画を作成し調整を行った場合。ただし連携3回を算定できるのは、医療機関や介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情報の提供を3回以上受けており、うち１回以上はカンファレンスによる事。また、初回加算との同時算定はしない。
　　　オ．入院時情報連携加算
	区分
	状　況
	要介護1・2・3・4・5

	入院時情報連携加算（Ⅰ）
	250単位／月

	入院時情報連携加算（Ⅱ）
	200単位／月


　　　　　　　＊算定要件
　　　　　　　Ⅰ　利用者が病院又は診療所に入院した日のうちに、当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること。
　　　　　　　　　※入院日以前の情報提供を含む。
　　　　　　　　　※営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合は、入院日の翌日を含む。

　　　　　　　Ⅱ　利用者が病院又は診療所に入院した日の翌日又は翌々日に、当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること。
　　　　　　　　　※営業時間終了後に入院した場合であって、入院日から換算して3日目が営業日でない場合は、その翌日を含む。
　　　カ.　通院時情報連携加算
　　　　　　　50単位/月単位

　　　　　　　＊算定要件　　
・利用者が病院又は診療所において医師又は歯科医師の診察を受けるときに介護支援
専門員が同席し、医師又は歯科医師等に対して当該利用者の心身の状況や生活環境等
の当該利用者に係る必要な情報の提供を行うとともに、医師又は歯科医師等から当該
利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画に記録した場合は、
利用者1人につき1月に1回を限度として所定単位数を加算する。
　　　キ．ターミナルケアマネジメント加算

　　　　　　　400単位/月加算

　　　　　　　＊算定要件
・在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療やケアの方針に関する当該利用者又は
その家族の意向を把握した上で、その死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上、当該利用者又はその家族の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問し、当該利用者の心身の状況等を記録し、主治の医師及び居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス事業者に
提供した場合
　　　ク．特定事業所集中減算　　　
　　　　　　　200単位/月減算
＊算定要件　　・同一法人事業所が80％を超える場合に減算
　　　　　　　・同一事業所提供割合を説明・公表します。
　
　　
　ケ．交通費
　　　　　通常の事業の実施区域以外にお住まいの利用者には、ご自宅に訪問するたびに、次のとおり交通費
をご負担していただきます。

①事業の実施区域を越えた地点から片道　１０km未満
　　　５００円

②事業の実施区域を越えた地点から片道　１０km以上　
１，０００円
　　　コ. 介護職員等処遇改善加算　　　
　　　　　　　加算率：2.1％　　　

１単位＝地域加算10.42円（６級地）となります。（小数点以下切り捨て）　
　　　　　　　※算定要件
　　　　　　　ケアプランデータ連携システムの導入や生産性向上・職場環境改善の取り組みを行います。
本加算は介護報酬上の加算であり、利用者の自己負担額が増えるものではありません。
加算により得られた財源は、介護職員の賃金改善や研修等に充当し、サービスの質の向上
に努めます。
ケアプランデータ連携システムの利用に伴う個人情報の共同利用について
　　　　　　　当事業所では、ご利用者様に適切な介護サービスを提供し、関係機関との迅速かつ円滑な連携
（居宅サービス計画書やサービス提供票等の情報共有）を図るため、厚生労働省および国民
健康保険中央会が構築・推進する「ケアプランデータ連携システム」等の電子的な仕組みに
ついて、今年度中の導入に向けて準備を進めております。
　　　　　　　実際のシステム運用開始にあたっては、個人情報保護法に基づき、以下の通り個人情報の
共同利用を行います。
１．共同利用される個人データの項目
　　　　　　　　　アセスメントシート、居宅サービス計画書（ケアプラン）、サービス提供票（予定・実績）その他サービス連携に必要な各種データ
２．共同利用者の範囲
　　　　　　　　　当事業所、およびご利用者様が契約（利用）する指定居宅サービス事業者、指定介護予防
サービス事業者等
　　　　　　　３．共同利用する者の利用目的
　　　　　　　　　・適切な居宅介護支援の実施
　　　　　　　　　・サービス事業者との円滑な連絡調整、会議（サービス担当者会議等）での利用
４．当該個人データの管理について責任者　：　管理者　長谷部　早苗
５．安全管理措置（セキュリティ）
　　　　　　　　　電子証明書を用いた端末認証および通信の暗号化等、国が定める高度なセキュリティ基準に準拠した環境下でデータ連携を行います。
※上記システムを利用した関係機関との電子的なデータ連携（将来的な運用開始を含む）について、あらかじめご了承（同意）をお願いいたします。
7．秘密の保持

　　①事業所は、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を厳守いたします。

　　②事業所は、介護支援専門員とその他従業者であった者から、業務上知り得た利用者またはその家族の
秘密が漏れることのないよう、管理を徹底いたします。

　　③事業所は、サービス担当者会議等におきまして、利用者の個人情報を用いる場合はあらかじめ、利用者
またはその家族からの同意をいただきます。

8．個人情報の取り扱いについて
　　①利用者の個人情報を含むサービス計画、各種記録等については、関係法令及びガイドライン等に基づき
個人情報の保護に努めるものとします。

　　②個人情報の取扱いに関する利用者からの苦情については、苦情処理体制に基づき適正かつ迅速に対応
するものとします。
9．虐待の防止について
事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、必要な措置を講じます。

（1） 虐待防止に関する責任者を選定します。 　　　　

虐待防止に関する責任者　：　管理者　　長谷部　早苗
（2） 成年後見人制度の利用を支援します。

（3） 苦情体制を整備します。　

（4） 従業員に対して、虐待防止を啓発・普及するための研修を実施します。 

（5） サービス提供中に、当該事業所従業者又は擁護者（現に擁護している家族・親族・同居人等）に
よる虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報します。
10．非常災害対策(BCP)について　

事業所は、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築する観点から火災・風水害・地震等の自然災害並びに感染症に対処するため、事業継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シュミレーション）を、年に2回以上実施します。
11．サービス利用にあたっての禁止事項について
利用者様、ご家族様、関係者等において、次の掲げるいずれかの事由が発生した場合は、やむを得ず
サービスを終了する場合があります。 

（１）従業員に対して行う暴言、暴力、嫌がらせ、誹謗中傷などの迷惑行為。 

　（２）パワーハラスメント、セクシャルハラスメントなどの行為。 　
（３）サービス利用中に従業員の写真や動画撮影、録音などを無断でSNSなどに掲載すること。

（４）その他
居宅介護支援事業所の契約書における「背信行為」とは、利用者やその家族が事業者や介護支援
専門員に対し、契約の継続を困難にするほどの行為を指します。具体的には、介護支援専門員への
暴言・暴力、セクシュアルハラスメント、迷惑行為（カスタマーハラスメント）などが該当します。

· 介護支援専門員に対する故意の暴言や暴力行為。

· セクシュアルハラスメントに該当する発言や行為。

· 業務に支障をきたす不当なクレームや複数回の電話。

· 約束を繰り返し破る、連絡が全く取れないなどの行為。

· 従業者の写真や動画を無断でSNSに掲載する行為。

契約解除の条件

事業所は、利用者やその家族が背信行為を行った場合、文書で通知することにより直ちに契約を
解除することができます。ただし、契約解除には正当な理由が必要であり、事業者は解除を回避するための最大限の努力をします。

12．サービス提供に関する相談、苦情について
　（１）苦情処理の体制及び手順
　　　ア　提供した指定居宅介護支援に係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を
　　　　　受け付ける為の窓口を設置します。（下表に記す（事業所の窓口）の通り）
　　　イ　相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。
1 利用者等への周知徹底
・施設内への掲示、パンフレットの配布等により苦情解決責任者及び苦情受付担当者の氏名、連絡先や
苦情解決の仕組みについて周知する。
2 苦情の受付
・利用者からの苦情は随時受け付けると共に、苦情受付簿を作成する。
・苦情受付簿を作成後は速やかに苦情受付担当者へ申し送る。
・苦情受付担当者は苦情を受け付け、事情を聴取すると共に苦情相談票を作成する。
3 苦情受付の報告
・苦情受付担当者は受け付けた苦情を苦情解決責任者に報告する。
4 苦情解決に向けての話し合い
・苦情解決責任者は、苦情申し出人との話し合いによる解決に努める。
5 苦情解決の記録、報告
・苦情受付担当者は苦情受付から解決、改善までの経過と結果について苦情相談処理報告書に記録する
・苦情解決責任者は苦情解決結果について、苦情申し出人に対して報告する。
・また解決・改善までに時間がかかる場合には経過等について報告する。
6 苦情解決の公表
・サービスの質や信頼性の向上を図るために、必要に応じて市町村、各市区町村、愛知県国民健康保険
団体連合会への報告を行う。
　相談窓口、苦情受付の窓口、高齢者虐待の通報・相談の窓口
　（1）【事業者の窓口】　医療法人メドック健康クリニック　有料老人ホームメドック東郷
　　　　　　　　　　　ホーム長　朝倉隆行　　　　電話番号：0561-37-5026
　　　【事業所の窓口】居宅介護支援事業所メドック東郷
　　　　　　　　　　　介護支援専門員　管理者　長谷部早苗　　電話番号：0561-65-5083　
　（2）【市町村の窓口】
　　　東郷町役場　福祉こども部　高齢者支援課　　電話番号　0561-56-0735
　　　　　　　　　所在地：　愛知郡東郷町大字春木字羽根穴１番地

　　　　日進市　介護福祉課介護保険係　電話番号：　0561-73-1495
　　　　　　　　みよし市　福祉部長寿介護課　　　電話番号：　0561-32-8009
　　　　　　　　豊明市　長寿課介護保険係　　　　電話番号：　0562-92-1261
　（3）【公的団体の窓口】

　　　　愛知県国民健康保険団体連合会　介護保険課苦情相談室
　　　　所在地：　名古屋市東区泉一丁目６番５号

　　　　電話番号：052-971-4165
13．緊急時の対応
事業所は、介護支援専門員又は従業者が、居宅介護支援を提供する上で利用者の病状の急変が生じた場合、その他必要な場合は、緊急時連絡先により、家族等に連絡をいたします。

事故が発生した場合は、速やかに市町村及び利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。
14．利用者が医療機関に入院する場合のお願い

　　病院等に入院しなければならない場合には、退院後の在宅生活への円滑な移行を支援するため、
介護支援専門員の名前や連絡先をお伝えください。
15.事業所の第三者による評価実施状況ついて　

　　第三者による評価実施状況　　　　　評価実施　　　　「なし」
年　　月　　日
　　　　　　　　職名　　介護支援専門員　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　から

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上記重要事項の説明を受けました。　　
　　利 用 者　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　住所　　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　利用者の家族　　　続柄　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　住所　　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1
2

